
■当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘
するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のもので
あり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、
今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を
保証するものではありません。■当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾
者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。 

2016年12月9日 基準改定で修正された「GDP」成長率（日本） 
2016年12月5日 「法人企業統計」、設備投資が減少（日本） 

2016年12月15日 

（No.1,967） 
〈マーケットレポートNo.5,158〉 

 事業計画の前提となっている2016年度の想定為替レート（大

企業・製造業）は104.90円と、9月の107.92円、6月の

111.41円から一段と円高方向へ修正されました。今回の調査

期間前の米大統領選挙時には一時101円台まで円が急騰し

ました。その後は、トランプ次期大統領の政策への期待から、1カ

月でおよそ15円弱の円安が進みました。足元の円安が続けば、

製造業には業績上方修正の余地があると考えられます。 

「日銀短観」、続く企業の慎重姿勢（日本） 
「日銀短観」は、日銀が金融政策運営の参考にするため、3カ月ごとに約1万社の企業に行う「全国企業短期

経済観測調査」のことです。市場では大企業・製造業の現状の景況感（業況判断DI）と3カ月先の景況感

（先行きDI）が注目されています。また景況感のほか、企業の売上、収益、設備投資計画や雇用などの状

況判断が発表されます。今回の回答期間は11月14日～12月13日でした。 

大企業・製造業の景況感は6四半期ぶりに改善 
大企業・非製造業の横ばいを除き、全体として緩やかに改善 

足元の景況感改善の一方、先行きには企業の慎重姿勢が続く 

想定為替レートは104.90円 
足元の円安が続けば、業績上方修正も 

 「先行きDI」（先行き）は、大企業・製造業が＋8、大企業・非製造業が＋16となるなど、製造業・非製造

業の全規模で足元よりも景況感が悪化すると見られています。また、2016年度の設備投資額（除くソフト

ウェア、含む土地投資額）は、全規模・全産業では2015年度が前年度比＋5.0％だったのに対し、

2016年度は同＋1.8％にとどまりました。規模別では、大企業・全産業は＋5.5％と底堅い状況ですが、中

堅・中小企業（全産業）では前年度を下回る見通しです。 

 足元の景況感は改善しつつあるものの、期待が先行している米国のトランプ次期大統領の政権運営について

の不透明感から、当面は先行きを見極めようとする企業の慎重な姿勢が続くと見られます。 

 12月14日、12月調査分の「日銀短観」が発表されました。「業況判断DI」（最近）は、大企業・製造業

が＋10（前回9月調査比＋4）と、6四半期ぶりに前期から改善しました。米国を中心とした海外経済の回

復から電気機械などが、商品市況の回復から石油・石炭製品や非鉄金属などが改善しました。大企業・非

製造業は＋18（同横ばい）でした。こちらは、天候不順の影響などから小売や宿泊・飲食サービスなどで悪

化となりました。このほか中堅・中小の製造業・非製造業の「業況判断DI」では前回調査から改善し、全体と

しても緩やかに改善しました。 
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